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麦・大豆国産化プラン

産地名：佐賀県佐賀市

（作成主体：大和町農業再生協議会）

別紙様式第１号別添



１．麦・大豆生産の現状と課題及び課題解決に向けた取組方針

※ 麦・大豆生産における課題（湿害対策、適期播種、土づくり、連作障害対策等の必要性等）を具体的に記載すること。
※ 課題解決に向けて取り組む内容及び今後の生産拡大に向けた方針を具体的に記載すること。

＜麦＞
〇本町の小麦については、日本めん用の「シロガネコムギ」や「チクゴイズミ」が県内外の製粉企業に販売されている。
需要に基づいた作付け計画の策定、および安定供給に取り組んでいる。
一方、パン用小麦については、従来品種が降雨による穂発芽耐性が劣ることから作付拡大が難しかったが、穂発芽耐性を

持つ新品種「はる風ふわり」が育成されたこと等から、需要に応じた品種転換を進めている。
豊作が継続し産地の供給量が実需者の当初の年間使用計画量を上回る状況が続いたことで、出荷進度が鈍くなり、保管す

る倉庫が不足する状況が生じている。
○全体作付面積を維持することを基本としながら、また、小麦については品種毎に需給の状況が異なることから、需要動向を
踏まえた生産誘導を図るものとする。

＜大豆＞
○大豆については、生産されている品種のほとんどが「フクユタカ」であり、豆腐などの製造の為、主に関西以西に出荷されて
いるが、近年収量が低迷しており、安定供給できていない状況にある。
○収量が低下している原因としては、播種時期が梅雨時期と重なることから、降雨により適期播種ができていないことや播種
しても降雨による湿害で発芽不良や生育不良、梅雨明け後の干ばつによる生育抑制などが考えられる。そのため、天候の影
響を受けにくい播種技術の普及や排水対策の徹底が課題となっている。
○さらに、担い手へ農地が集積し、１農家あたりの作業面積が拡大が進み、適期作業の逸失等を要因とした単収低下となっ
ていることから、これまで以上に適期作業ができるように効率的な栽培が必要となっている。
○実需者が求める供給量を満たせていないことから、作付面積の拡大や単収の向上のため適期播種技術の普及とあわせて
排水対策、干ばつ対策の徹底を図り、新品種導入の検討を進めることで要望に対応していく。



２．産地と実需者との連携方針

＜麦＞
民間流通麦佐賀県連絡協議会および民間流通麦佐賀県意見交換会において、実需者の需要動向を把握し意見交換

を行い、需要に応じた生産計画を策定する。

＜大豆＞
大豆意見交換会において、実需者の需要動向を把握するとともに、安定供給に向けた取り組みを推進する。

主要な実需者
○小 麦：理研農産
○大 豆：ふくれん

※ 産地と実需者については具体的な名称を記載すること。
※ 麦の実需者は、麦を原料とした加工品等の製造を業とする者（製粉会社、製パン会社、製麺会社等）とする。
※ 大豆の実需者は、大豆を原料とした加工品等の製造を業とする者、大豆の販売を業とする者及びこれらの者が組織する法人その他の団体とする。
なお、販売を業とする者を実需者とする場合は、その者が販売する先（最終実需者）について、代表的な者の名称を記載すること。

※ 産地と実需者それぞれの国産麦・大豆取扱量の現状とおおむねの目標値を記載すること。

現状
（令和４年産実績）

小 麦： 297,567kg

概ねの目標
（令和８年産）

小 麦： 314,945kg（＋17,378kg）

現状
（令和４年産実績）

大豆： 20,534kg

概ねの目標
（令和７年産）

大豆： 22,680kg（＋ 2,146kg）

非公表



※ 産地と実需者との連携について、図等を用いて明示すること。
※ 取組の中心となる農業者等を必ず位置付けること。

３．麦・大豆の国産化に向けた推進体制及び各関係者の役割

佐賀県

佐賀県園芸農産課
・計画策定の支援
・麦種転換、品種転換に向けた
生産者団体との調整

・栽培技術や適期播種技術の普及
推進

佐賀県農地整備課
・地域の要望に応じた暗渠排水の
整備推進

佐賀県農業協同組合等

生
産
者

・需要に応じた生産・販売に
向けた連携

・情報交換

・指導
・実績確認

・指導
・進捗管理

産地

大和町農業再生協議
会
・計画の策定の取り
まとめ
・事業の情報提供、
実施

大和町
・地域の合意形成の
推進

ＪＡさが（佐城北部
営農経済センター大
和事業所）
・販売先の確保
・営農指導の実施

計画に基づいた推進

実需者

【麦】
理研農産

・需要に応じた
生産・販売に
向けた連携

・情報交換

【大豆】
ふくれん

・実績報告 ・実績報告

非公表


